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Abstract 
In 1960, the General Conference of UNESCO at its Eleventh Session endorsed the Karachi Plan. 
It was a plan that the representatives of 17 Asian Member States of UNESCO assembled in Kara-
chi, Pakistan proposed to the Governments of these countries and to UNESCO for attaining by 
1980 of the objective of free and compulsory education of at least seven years’ duration. The Ka-
rachi meeting declared that the Plan was the essential minimum for developing the economy of 
this region, for raising the general standard of living of the people living in this area, and for es-
tablishing an efficient democratic social order. It estimated the personnel and material require-
ments for implementing the goals and calculated the total amount of financial expenditures. The 
new argument of “educational planning” was fascinating to the people of this region and raised 
their hopes for the Plan. In 1962, the Meeting of Ministers of Education of Asian Member States 
participating in the Karachi Plan was held in Tokyo. The meeting promoted the Karachi Plan. 
However, it soon became clear that it could not escape from certain obvious limitations, especially 
when it covered as long a period as twenty years and had to be prepared without detailed statistic 
data. The Ministers of Education also agreed that educational planning must be extended to cover 
all level of education, not only primary education but also secondary, higher, and adult education 
and such a comprehensive educational program needs to be completed by being part of the overall 
national development plan of each country. Amid such more comprehensive education planning, 








である。1990 年のジョムティエン会議に始まる世界的な Education for All 運動が、その目標期限で
ある 2015 年にむけて最終局面をむかえ、あらためて初等教育の完全普及の成否が議論されている










 「カラチ・プラン」は、正式には、1959 年 12 月 28 日～1960 年 1 月 9 日に、パキスタンのカラ
チ市で開催された「初等・義務教育に関するアジア地域ユネスコ加盟国代表者会議」(Regional 







れは、1956 年 4 月 23 日～5 月 5 日に、ユネスコ主催で、ペルーのリマ市で開催された「ラテンア
メリカ地域における無償・義務教育会議」であり、そこで採択された初等義務教育普及のための長
期計画であった。ラテンアメリカ向けの計画では、1957-1966 年の 10 年間で、この地域全体で、少
なくとも６年間の無償制義務教育の普遍化を目指していた。カラチ会議は、これと類似の性格のも
のとされ、その第二弾でありアジア版であった。厳密に言えば、カラチ会議で採択されたプランは、
会議の直後にフィリピンのマニラで開催されたアジア地域ユネスコ国内委員会会議 (1960 年 1 月)
において、人口推計値や経費積算方法等に関して微修正が行われた後、ユネスコ本部事務局の承認







いで開催された地域別の政府閣僚 (文部大臣) 会議、すなわち、アジスアベバ会議 (61 年 5 月)、サ




点があった。まず計画の期間であり、ラテンアメリカの計画が 1957-66 年の 10 年間での計画であっ

































では、漸次、義務教育を 7 年あるいはそれ以上に延長するようにつとめるのである」(ibid. p.10) と
する。戦略的には、機能的な識字能力を形成するためにまずは 5 年間の初等教育を提供し、その後、
より幅広い社会文化的、経済的な観点から初等教育の機能や役割を幅広くとらえ、さらに少なくと
も 2 年の初等教育を継続すべきという構想である。 
あらためてカラチ・プランにおける初等教育の目的を読み返してみると、そこには、この 30 年















カラチ・プランでは、20 年後の初等義務教育の完全普及をめざし、1965 年、1970 年、1975 年、
1980 年の 5 年区切りで、教育されるべき就学者数、これらの児童の教育に必要とされる教職員数、
校舎や施設整備の規模、必要とされる経費を算出し、段階的にそれらの目標値を達成するための実





よって算出された。すなわち、いくつかの国で、初等教育該当年齢層 (5 歳～14 歳の 10 年) の人数
が、全人口数の 24％に相当するという事例から、計算上、初等教育就学年限を 8 年間として仮定す
ると、（24％÷10 年×8 年という計算で）就学を想定される子どもの数は、全人口の 19.2％という
ことになる。これに、年齢層外児童の在籍予測を加味して、全人口の 20％に相当する数の子どもを
学校に在籍させることが「この地域にとって合理的かつ現実的な目標になる」とする (UNESCO, 
1960, p.33)。すなわち、総人口が 500 万人の国なら、その 20%の 100 万人を就学させるに必要とさ
れる座席を学校に用意すれば、ほぼ初等教育の完全普及を実現できるはずであるという推計である。 
表 1 は、1950 年、1960 年におけるアジア各国での初等教育在籍者の数値であり、また、この方
式で計算した 1960 年段階における全人口比に占める在学者数の比率を示したものである。 



















































































    計 38,702.9 66,178.7 平均値  8.55% 
    ＜出典＞ UNESCO, The needs of Asia in primary education  1961  p.11 から作成  
 
カラチ・プランでは、初等教育在籍者数を、1960 年現在の全人口に占める就学者数の比率の実績
8.55％から 20 年間をかけて 20%相当にまで増加させることを目指しているが、これを一気に 20％
にまで引き上げることは困難なので、これを 1965 年 11％、70 年 14％、75 年 17％、1980 年 20％へ
と段階的に引き上げるとしている。これからは５年ごとに３%の上積みで伸び率を達成しようとす
るものである。ちなみに、1950 年代 10 年間での増加は、5.96%から 8.55%へと 2.6%の増加であっ
たので、これからは、拡張のスピードを従来の実績の二倍に加速することを意味している。 
 表 2 は、このように算出した 1980 年までの児童数の推計および彼らを教育するために必要とさ
れる教員数を予測したものである。児童数は、1960 年の 6,618 万人を起点に、65 年に 9,539 万人、
70 年に 1 億 3,577 万人、75 年に 1 億 8299 万人、そして計画の最終年の 1980 年には 2 億 3,700 万人
になると想定されている。教員数は、1950 年代の児童教員比が、この地域全体の平均で教員一人当
たりほぼ 37～38 人であったことを考慮して、計画では 1:35 として必要人員数を算出している。こ




と教官数、指導主事を含む教員行政機関の職員数 (児童 5,000 人毎に一人の教育行政職員を配置す
ることを想定) が計算された。 
 214
表２ 児童数及び必要とされる教員数の推計 (1960-80 年)  (単位百万人) 
対全人口比率   1960 年 
(8.55%) 
   1965 年 
   (11%) 
  1970 年 
  (14%) 
  1975 年 
  (17%) 
 1980 年 
  (20%) 
児童総数    66.18     95.39   135.77   182.99   237.00 
増加児童数             29.21         40.38       47.22        54.01 




増加      0. 887    1.154       1.349        1.543 
補充      0. 541       0.788       1.097        1.452 
合計      1.428        1.942       2.446        2.995 
   ＜出典＞ UNESCO, The needs of Asia in primary education  1961 pp.11-15 から作成  
教員／児童比率を 1960 年には 1:36、1961 年以降は 1:35 と措定して算出する。 





要とされる経常経費 (recurring expenditure)と非経常経費 (non-recurring expenditure)＝物的投資経費
とに分けて算出された。 
経常経費は、(1) 児童一人当たりの経常経費、(2) 教育行政職員の経常経費、(3) 教員養成機関の
経常経費 の三要素からなる。①児童一人あたりの経常経費には、教員に支払う給与と手当、校舎
や設備の維持管理費、学校運営費、教科書・教材の無償支給費、給食費、保健管理費等が含められ
る。この経費は 1960 年現在、地域の平均で児童一人当たり 8 米ドルの水準であるが、これを 65 年
10 ドルに、1970 年 12 ドル、1975 年 16 ドル、1980 年 20 ドルへと漸進的に引き上げることを想定
する。②教育行政職員の経常経費に児童一人当たりの経常経費の 5％を充てる。③ 教員一人を養成
するためにかかる年間平均額は現在 100 ドル程度であり、これを 65 年 125 ドル、70 年 150 ドル、
75 年 175 ドル、80 年 200 ドルにまで引き上げるとしている。 
非経常経費＝物的投入経費には、(1) 初等学校の校舎建設費、(2) 施設設備 (机・椅子・教具)、(3)
教科書と教員用指導書、(4) 教員養成機関の建設・設備、(5) 教員住宅建設費 が含まれる。①1960
年現在の校舎の 50％は老朽化により建て替えが必要される。これに加えて、増加児童数 1 億 7,100
万人分の校舎増築が必要になる。児童一人当たりの床面積を 15 平方フィートとして、学校建設費
を児童一人当たり 30 米ドルとする。②初等学校の施設設備費は、児童一人当たり約 10 米ドル。③
教員養成機関には、教室、図書館、実験室、寄宿舎、教員用住宅が必要になる。一校当たり 20 万
米ドルが必要となる。④農村部や女子教員向けを中心に、総教員数の 50％相当に教員住宅を提供す







表３ カラチ・プランの経費総額推計(1960～1980 年)  (単位百万米ドル)  






   3,371.3  
    169.0  
    504.0  
  5,923.8 
    296.0 
    853.9 
10,404.7 
    520.0 
   1,317.4 
 
  17,858.7  
     893.0  
   1,807.5  
   37,558.5 
    1,878.0 
    4,482.8 







   1,124.0  
    374.6  
    452.0  
    805.0  
  1,459.0 
    486.3 
   518.5 
   396.5 
  1,664.0 
    554.7 
    567.5 
     382.5 
 
   1,868.0  
    622.6  
    616.0  
    406.5  
 
   6,115.0 
    2,038.2 
    2,154.0 
    1,990.5 
小計 2,755.6    2,860.6   3,168.7    5,513.1    12,297.7 
経費総額 6,799.9    9,934.0  15,410.8   24,072.3    56,217.0 
   ＜出典＞ UNESCO, The needs of Asia in primary education  1961  pp.24-25 から作成 
 
３．外部からの財政援助への期待と必要 
本プランに要する総経費を、20 年間で 562 億 1,700 万米ドルと算出する。これは、1980 年の段階
で、初等教育経費がこの地域の人口一人当たり平均で年間 4.3 米ドルになることになるが、1960 年
現在、すでにセイロンでは国民一人当たり年間約 5 ドルを義務教育に費やしている事実を指摘し、






去 (1950 年代) においてそうであったようにもっぱら国内資金に委ねられるとするなら、未来は、
確実に、きわめて暗澹たるものであり、この地域のすべての子どもに無償初等義務教育を提供する
ことは、いつとも知れない未来まで先送りされねばならないだろう」(UNESCO, 1960, pp.5-6)。「内










 ⑴ 理想主義と楽天主義 
それは、1960 年という時代背景もあろうが、なによりも理想主義と楽天主義の横溢が感じられる
ものである。これまでも、1948 年に国連で採択された「世界人権宣言」第 26 条の「教育を受ける
権利」条項を根拠に、無償制初等義務教育の普遍化を推進すべきという主張は見られたが、カラチ
会議では、その直前の 1959 年 11 月 20 日に国連で採択されたばかりの「子どもの権利宣言」に裏打
ちされた、子どもの教育を受ける権利がなおいっそう強く主張された。また、カラチ・プランでは、
初等教育の目的を 3R’s のレベルを超え、より幅広く設定するとともに、当時の義務教育の一般的な
年限である 4～6 年をしのぐ、最低 7 年 (予算推計上は 8 年を想定) の初等教育の提供を提起する。
このような幅広い初等教育目的の設定と長期間の初等教育年限設定という理念は、アジア地域にお
いては、すでに 1952 年のボンベイ会議から議論されていたことであり、必ずしもカラチ会議を発






 ⑵ 外部援助への依存 
野心的な計画立案をする一方で、これを各国の内部資金のみで実現することは不可能であると
早々と宣言し、外部からの財政援助に過剰ともいえる期待を寄せている。ちなみに先行するラテン






チ・プランの Major Project への指定は実現されなかった。ちなみに、1990 年のジョムティエン会議
以降、開発途上国の初等教育分野への資金調達を主導することになる世界銀行 (World Bank) は、
当時は教育分野への融資自体がきわめて少なく、数少ないプロジェクトは、初等教育分野ではなく





して最初の円借款供与を行ない経済協力事業にも着手しつつあったが (外務省, 2004, 31-33 頁)、
ODA による本格的な財政・技術的支援に乗り出すまでの余力はまだ期待できなかった。 
 












の構想案とされた「アジア教育開発モデル」(An Asian Model of educational development) においては、
域内各国の教育及び経済の発展の程度には、かなりの相違があるという事実を認め、7 年間の普遍
的義務教育の達成という目標を、(A) 1980 年までには達成できそうもない国 (アフガニスタン、ラ
オス、ネパール)、(B) ほぼ 1980 年に達成できそうな国 (ビルマ、カンボジア、インド、インドネ
シア、イラン、モンゴル、パキスタン、ベトナム共和国)、(C) 1980 年以前に達成できそうな国 (セ
イロン、中華民国、韓国、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ)、の三グループに分類し、
事実上、地域全体での同一歩調による目標の達成を棚上げしていた (UNESCO, 1966, p.39)。 
 
 ⑷ 仮想現実的なプラン設計 
先行するラテンアメリカの計画が、初等教育 6 年、全人口比 17%を 10 年間で達成することを目
指し、すでに児童一人当たり最低 15 米ドルの支出を確保していたとされるのと比較して、カラチ・






いうよりは、イニシアティブ (構想提起) あるいはシミュレーションと呼んだ方が良いと思われる。 
 







  ①  それは達成すべき目標を示し、行程表を提案し、必要とされる人的・物的・財政的資源を示
すものとなる。 
  ②  それは、この分野において地域の各国が直面しなければならない問題の規模大きさを明確に
示すものである。 
  ③  それは、本地域の各国政府が、国家プランを作成するための参考文献として役立ち、また、
それは、本プランを実行に移すために国内資源及び外部資源がどのように組み合わされねばな
らないかを示唆することによって、他の地域の政府および国際協力機関を支援するものとなる」















域ユネスコ加盟国文部大臣会議」を東京に招致することであった (斉藤,  2011, 6-7 頁)。 
カラチ・プラン (総会で承認された最終修正版) は、日本ユネスコ国内委員会の手で翻訳され、『ア
ジアにおける初等義務教育拡充計画』のタイトルで翌 61 年 10 月に刊行され、関係者にその全体像












1962 年 4 月に東京で開催された第一回アジア地域ユネスコ加盟国文部大臣会議は、正式名称を























であるといえよう」(文部省, 1964, 556 頁)。 




属された (国立教育研究所広報 第 17 号 1966 年 12 月)。アジア教育研究室の初期の研究成果は、参
考・引用文献に示したものの他に、阿部宗光・天野郁夫『開発段階にあるアジア諸国における初等
の WASTAGＥ(1)日本の経験――近代日本の初等義務教育における WASTAGＥの研究』(紀要第 56
集 1967 年)、阿部宗光等『開発段階にあるアジア諸国における初等の WASTAGＥ(2)アジア各国の
初等教育の WASTAGE』(紀要第 62 集 1968 年) などがある。なお、新井論文 (1971 年) や阿部論文

















あり、その意味できわめて明確なものであった。カラチ・プランと呼ばれたものはまさに a working 










































































スコ・アジア加盟諸国の文部大臣及び経済企画担当大臣会議」(Conference of Ministers of Education 










待と熱意はしぼんでいった。カラチ・プランの発足から 10 年あまりが過ぎた 1971 年にシンガポー
ルで開催された第三回文部大臣会議では、従来の教育計画化推進事業に関する議論は後退し、これ
とは性格を異にする「開発のためのアジア教育革新プログラム」(Asian Programme of Educational 
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